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BP Top Interview　林田 正光氏

心からのおもてなしで 
リピーターを増やす
BP：林田さんは、お客様に感動を与える

ことがビジネスを成功に導く秘訣である

と考え、その実践方法として「クレド」に

基づくホスピタリティ経営を提唱しておら

れますが、そもそもクレドとは、どういうも

のなのでしょうか。

林田正光氏（以下、林田氏）：わたしがク
レドの存在を初めて知ったのは1996

年。世界的な高級ホテルチェーンとし
て知られるザ・リッツ・カールトンが日本
で初めて開業したザ・リッツ・カールトン
大阪に転職したときです。当時50歳で
した。
　クレドは、ラテン語で「信条」という意
味です。日本企業にも経営理念やビ
ジョン、経営方針といったものがありま
すが、単なるお飾りとなっていることが
多いものです。日々の仕事に生かされ
なければ何の意味もありません。

　ザ・リッツ・カールトンでは、マネー
ジャーから一般スタッフ、アルバイト、
パートにいたるまで、働く人のすべてが
クレドの書かれたカードをつねに携帯
し、そこに示された考え方、価値観を
共有して、日々お客さまに接するうえで
の行動規範としています。
BP：ザ・リッツ・カールトンのクレドとは、ど

のようなものでしょうか。

林田氏：特別なことが書かれているわけ
ではありません。
　「ザ・リッツ・カールトン・ホテルはお客
様への心のこもったおもてなしと快適さ
を提供することをもっとも大切な使命と
こころえています」
　これだけです。ホテルや飲食などの
サービス業では、事細かなマニュアル
に沿ってサービスを提供することが一
般的ですが、ザ・リッツ・カールトンのクレ
ドには具体的なことは書かれていませ
ん。通り一遍のサービスでは、決してお
客様に感動を与えることなどできないか
らです。
　「心のこもったおもてなし」とは何なの
か、「快適さ」とはどういうことなのか、と
いうことをスタッフ1人ひとりが日々真剣
に考え、個々のお客様のお好みや状況
に応じて、もっともふさわしいサービスを
提供する取り組みが大切なのです。
　ザ・リッツ・カールトンのスタッフたちは
毎日、クレドに基づいた接客の成功例
や失敗例を学ぶ勉強会を行っていま

す。どのようなサービスを提供すればお
客様に感動していただけるのか、勉強
を重ねながら、気持ちをひとつのものに
していく。これが組織にとって大事なこ
とです。価値観を共有しないと、組織
はバラバラになっていきますからね。そ
うした地道な取り組みが大切なのだと
いうことを、ザ・リッツ・カールトンで働い
た7年間で学びました。
BP：お客様に感動を与えることが、企業

のブランド価値の向上に結び付いてい

るのでしょうか。

林田氏：そのとおりです。これはホテル
に限らず、IT企業も含め、あらゆる企
業に共通することではないでしょうか。
　現代は商品力やサービス力だけで
は差別化が図りにくい時代です。お客
様は、「どうせ同じモノ買うんだったら、
愛想の悪い営業マンや気配りのない会
社よりも、われわれのことを親身になっ
て考えてくれて、対応も丁寧な会社か
ら買いたい」と思うはず。CS（顧客満
足）を高めることが、ブランド価値の向
上に結び付くわけです。
　商売というのはリピーターをつくるこ
とがいちばん大切。おもてなしの精神
がなかったら、お客さまをフォローするこ
ともなく、1回こっきりのお付き合いで終
わってしまいます。つまるところ、CSは
販売戦略なんですよ。
　わたしは「ホスピタリティ経営」を提唱
していますが、このホスピタリティという
言葉こそが、ザ・リッツ・カールトンのクレ
ドにも書かれている「心からのおもてな
し」の意味なのです。

CSを成功させるには 
ESの充実が欠かせない
BP：林田さんは、感動を与えるおもてな

しの心得として、お客様への「心配り」の

大切さを訴えておられますね。

モノが売れない時代。あらゆる産業でし烈な価格競争が繰り広げられ
ている。ホテルブランドとして世界の上流階級から評価の高いザ・リッ
ツ・カールトンでは、ほかのホテルでは味わえない感動体験をウリに
ファンを増やし、価格競争に陥らないサービス戦略を確立した。機能
や効率が重視されるIT業界で軽視されがちな「顧客満足」とは何か。顧
客を心から感動させるサービス、それを実践するための企業風土づく
りについて、ザ・リッツ・カールトン大阪の元営業統括支配人でCS経
営アドバイザーの林田正光氏に伺った。

林田氏が手掛
けてきた数々
のクレド。クレ
ド制作は、い
わゆるサービ
ス業だけでな
く、IT企業や
プロ野球球団
などからも依
頼がある
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林田氏：「このお客さまは、何をすれば
喜んでくださるだろうか」とつねに考える
こと。それが「心配り」です。
　よく「心配り」と「気配り」は同じものだ
と思っておられる人がいますが、まった
く違います。心配りには、家族に対する
ような愛が必要なんですね。
　たとえばお客様が「歯が痛い」と言っ
たときに、「大変ですね。早く歯医者さ
んに行ったほうがいいですよ」と言う。
これは気配りです。だけど、もしもこれ
が自分の息子や娘だったら、「すぐ一
緒に病院に行こう」と積極的な行動を
伴いますよね。愛があるからです。
　「心配り」とは、お客様に対しても家
族を慈しむように接することです。
　心配りは「心配（しんぱい）」と書きま
すよね。愛があるから心配するわけで
す。気配りだけでは社交辞令的な対応
で終わってしまいます。お客様に感動
を与えることなんてできません。
BP：「心配り」のあるサービスを実践する

ために大切なことは何でしょうか。

林田氏：スタッフ1人ひとり、そして会社
全体に「お客様を大切に思う心」を育
てること。そのために不可欠なのは、CS

（顧客満足）だけでなく、E S（従業員
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満足）も向上させることです。
　従業員が心から誇りと夢と希望を
持って働けるような職場環境をつくらな
ければなりません。夢も希望もないよう
な職場だったら、人材はどんどん辞め
ていってしまうでしょうし、残ったとしても、
「お客様に喜んでいただきたい」という
前向きな気持ちでサービスに取り組む
ことはできないでしょう。
　ザ・リッツ・カールトンには、「We are 

Ladies and Gentlemen, Serving 

Ladies and Gentlemen」というモッ
トーがあります。「紳士淑女（のお客
様）をもてなすわたしたちも紳士淑女で
す」という意味です。マネージャーは、
従業員もお客様と同じ紳士淑女として
大切にもてなし、現場の意見や要望に
熱心に耳を傾けて、業務や労働環境
の改善を図っています。そうしたESの
取り組みがあってこそ、CSの向上に結
び付くのではないでしょうか。
BP：IT業界における「心配り」の実践につ

いてアドバイスをお願いします。

林田氏：すべての人がそうだとは思いま
せんが、IT業界の中には、技術に走り
がちで、何事も合理的に考えがちな人
もいらっしゃるようです。その結果、人
に対する「心配り」がおろそかになるこ
ともあるかもしれません。
　これは何もIT業界に限った話ではあ
りません。人も会社も、ともすれば自分
たちの都合だけで動いてしまうのが現
実です。そうではなくて相手の都合に
合わせ、相手の心情を理解しながら行
動すること、「思いやり」の心を持つこと
が大切ですね。

クレド精神を根付かせ 
永続させることが大切
BP：林田さんは、さまざまな企業のクレド

づくりにかかわっておられますが、実際の

クレドのつくり方について教えていただけ

ますか。

林田氏：まず大切なのは、経営者が「は
い、これをやりなさい」と押し付けるの
ではなく、社員が主体となってクレドづく
りを行うことです。プロジェクトチームを
編成し、社員みんなの意見を聞きなが
らつくり上げていくプロセスが望ましい
でしょう。
　わたしがクレドづくりをお手伝いして
いる会社の場合、会社規模にもよります
が、メンバーは15～40名。30～40代
のスタッフを中心に集めることが多いで
すね。必ず3割以上は女性のメンバー
を入れるようにしています。心配りのた
めに必要な気づきやセンスは男性よりも
女性のほうが数倍持っていますからね。
女性の感性を積極的に取り入れない
と、理想的なクレドはできあがりません。
　毎月1回、約7～8カ月かけて議論を
しながら方向性を見極め、中間で役員
の方々を集めて報告会を開いたりしな
がら、文章にまとめ上げていきます。
　できあがったクレドは1枚ずつのカー
ドに印刷し、社員全員がつねに携帯で
きるようにします。
　8割の人がクレド精神を持ってくれた
ら、それは企業風土、企業文化として
根付きます。そこまで定着すれば、マ
ネージャーが変わってもクレド精神は生
き続けますし、新人が入ってきても、自
然にクレド精神に沿ったサービスを実
践できるようになります。
BP：最後に林田さんの今後の予定や目

標についてお聞かせください。

林田氏：わたしの本をお読みいただき、
クレド精神の大切さをお感じになられた
多くの企業から、クレドづくりやES・CS

向上のためのコンサルティングの依頼
をたくさんいただいています。
　ホテルマンとして45年働いてきたな

かで、ホスピタリティの精神を発揮して
お客様と接すれば、その会社は必ず
成功できると確信しました。そのことを
研修や講演、本の執筆を通じて多くの
人に伝え、「おもてなし文化」を世の中
に広げていきたいと思っています。
　わたしは外資系ホテルでホスピタリ
ティの大切さや実践方法を学びました
が、「おもてなしの心」は本来、日本の
文化にも古くからあるものなのです。
　今後は企業だけでなく、個人のクレド
づくりもお手伝いしていきたいと考えてい
ます。「こういう生き方をして、世の中に
喜ばれる人間になりたい」という自分の
哲学をまとめ、「自分ブランド」をつくり上
げ、個人個人が輝く人になってほしい。
輝く人は、放っておいてもどんどん出世
しますよ。30歳、40歳と人生の節目ごと
に見直して、また新しいクレドをつくって
いく。そうして人生を少しずつ、いいもの
にしていっていただきたいですね。

林 田  正 光 氏
M a s a m i t s u  H a y a s h i d a

◎ P r o f i l e

1945年熊本県出身。ザ・リッツ・カールトン大阪営業統括支
配人として、同ホテルの“感動サービス”の基礎を築いたCS
の達人。京都全日空ホテル、彦根キャッスルホテルの社長
を歴任。その豊富な経験を伝えるため、株式会社
HAYASHIDA-CS総研を設立。代表取締役として年間250
件以上の講演活動並びにCS経営アドバイザーとして多数
の企業を指導している。



巻頭
特集 SaaS時代の先駆者に！

「売り手」と「買い手」をつなぐ
SaaS/PaaSプラットフォームの「BP PLATINUM Type-S」。
大塚商会ビジネスパートナー事業部が提供する、
SaaS販売プラットフォームだ。
簡単な手続きで、自社の販売サイトのように
SaaSストアを開設できるうえ、登録料や利用料は無料。
販売しただけ取次手数料が収入となり、
粗利のストックビジネスとして利用できる。
「Type-S」のプラットフォーム開発・運営を行う
ビープラッツ株式会社の藤田健治氏に、
エンドユーザ様、パートナー様のニーズについて話を聞いた。
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 パートナー様とベンダー様の 
 協力でSaaS普及を目指す

　大塚商会では S a a Sの流通を
実現し、パートナー様にメリットを
感じていただける仕組みとして、
「BP PLATINUM Type-S（以下、
Type-S）」をスタートさせた。すでに国
内でも複数のベンダーが流通を介さな
いダイレクト販売によるSaaSを提供して
いるが、必ずしも幅広いユーザー層に
浸透しているとはいえない。提案や営
業活動においてエンドユーザ様に最も
近い位置にいる販売パートナー様を抜
きにしては、ユーザー様の導入機会は
限定的となるからだ。
　一方、パートナー様にとっては
「Type-S」によるSaaS販売を通じて、
販売手数料の継続的な獲得だけでな
く、利用期間や利用者の増減に応じた
数量最適化、早期立ち上げの実現、月
額料金による利用など、従来のライセン
ス販売を補完するメリットを生かしたご
提案が可能となる。また、大塚商会BP

事業部では今後ソフトウェアベンダー
様のご協力により、パートナー様の提
案活動を最大限に生かせるよう支援を
行う。ぜひ、皆様も「BP PLATINUM 

Type-S」によるSaaS販売をご検討い
ただきたい。
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■クラウドサービスの市場規模（推計）

（出典）総務省「スマート・クラウド研究会報告書」（2010）
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02ryutsu02_000034.html
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藤田健治氏
1969年三重県出身。ビープラッツ株
式会社 代表取締役社長。92年に三
井物産入社。02年ライセンスオンラ
インを設立し代表取締役社長に就
任。06年11月、ビープラッツを設立。
クラウド／SaaS事業を手がける。

■「SaaS/PaaSのための流通プラットフォーム」

SaaS
ビジネスへの
新たな
取り組み

必要な時に
必要なだけ
上質な
サービスを

パートナー様 ユーザ様パートパ トナナー様様ー様 ユ ザユーザ様様

販売支援販売支援 販売支援販売支援

@@



 ビジネスITの新しい柱 
 クラウド／SaaS事業

　「Type-S」は、ビープラッツ株式会社
が提供するSaaS流通プラットフォーム
に、大塚商会BP事業部の販売網をプ
ラスしたシステムだ。会員様向けBtoB

サイト「BP PLATINUM」から参加登
録いただくことで、「Type-S」に掲載さ
れているSaaSをパートナー様が取り扱
いできるようになる。
　世界的な不況が続き、経済回復の
兆しがなかなか見えないなか、今の経
済状況が常態化するニューノーマルと
いう概念も生まれた。
　エンドユーザ様のニーズもリーマン
ショック前から大きく変化しており、以前
のようにビジネスに必要なITシステムを
ハードウェアも含めて構築し、それを運
用・保守していくというビジネスは減少
傾向だ。IT投資の抑制傾向が続くな
か、エンドユーザ様にはビジネスに必要
なソフトウェアなどの提供を月額課金な
どのSaaSで受けたいというニーズが高
まっている。
　エンドユーザ様のI T投資への目が
厳しくなり、企業におけるITシステムの
必要度に応じて、買い取りのほうがコス
トメリットが高いものはすぐに購入する
が、たとえば、スタッフの増減に付随す
るグループウェアやメールなどのサービ
スについては、管理・運用面の手間の
コストを考慮し、SaaS型を選択する企
業が増加した。
　総務省が発表した「スマート・クラウ
ド研究会報告書（2010）」によると、
SaaS市場は2015年度に1兆8118億
円としている。また、自治体クラウドなど、
国や行政でクラウド事業を進めるという
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BP PLATINUM Type-S

■BP PLATINUM Type-Sにおける役割

[ビープラッツ]
プラットフォームの提供で、
課金対応やライセンス管理を

包括的に提供

[大塚商会 BP事業部]
取引ベンダーとの協力で、
サービスラインアップの

充実を図る

[販売パートナー様]
既存のコンタクトで、
エンドユーザ様へ
SaaSをお届けする

eラーニングや広告宣伝での法人利用に最適なス
トリーミング配信ASPサービス。Flashだけでなく

H.264の動画形式
にも対応し、月額
固定料金のみで
追加料金は一切
なし。使いやすい
アクセスログ機
能や専用プレイ
ヤーなど、無償機
能が充実してい
る点も魅力だ。

JFLAT

eラーニング利用に最適な法人向けの動画配信ASPサービス

提供元：株式会社Jストリーム

専用プレイヤーが搭載されているので、動画配信における工数
も大幅に削減できる

動画
ストリーミング

● ターゲットユーザ
・映像コンテンツをストリーミング配信し
たいと考えているWebサイト制作企業
・低コストで手軽な動画配信を始めたい
公共団体、学校など

● ユーザメリット
・利用ニーズに合わせて、無駄のないプ
ラン選択が可能
・専用の管理画面が用意されていて、サ
ポートも万全

● パートナー様へのメッセージ
・手離れが良く、安心して販売頂ける動
画配信のスタンダードです。

「いつでも」「どこでも」「だれでも」使える、各種動画
配信ソリューション。Web会議、テレビ会議システ
ムのV-CUBEミーティング、1万拠点に同時配信可能
なV-CUBEセミナーやホワイトボードも活用できる
V-CUBEセールス＆サポートツールをご提供。

V-CUBEミーティング／ V-CUBE ビデオ／
V-CUBE セールス＆サポート

「見える」コミュニケーションを幅広く提供

提供元：株式会社ブイキューブ

「V-CUBEミーティング」は、PCだけでなくスマートフォンや、
iPadからでも会議の参加が可能

ビジュアル
コミュニケーション

● ターゲットユーザ
・拠点同士で円滑なコミュニケーション
を実現したい企業

● ユーザメリット
・遠隔地同士での会議が手軽に行えるの
で迅速な経営判断が下せる
・移動にかかるコストの大幅な削減
・地方にある拠点との格差を埋め、会社
としてのまとまりを持てる

● パートナー様へのメッセージ
・初年度100社取り扱い、1000件の契約
を目指します
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方向性も発表されている。
　SaaSならば、従来のようなシステム
構築と比較して、初期導入コストが低
減でき、当面、低い単価で運用をスター
トすることが可能だ。また、必要なとき
に素早く導入・停止できる点に、メリット
を感じるエンドユーザ様も少なくない。
　しかし、エンドユーザ様がいくらSaaS

を導入してコスト削減を図りたいと考え
ても、どのようなサービスがSaaSとして
提供されているのか、どこでSaaSを探
せるのか、利用したいSaaSをどういう
経路で調達すべきなのかは、はっきりし
ない状況だ。
　一方、パートナー様は、エンドユーザ
様のニーズがクラウド／SaaSへ向かう
なか、コンサルティングから、システム導
入・運用・保守といった従来のビジネス
モデルがいつまで可能なのか、次の時
代の販売店の役割について、何を売れ
ばいいのか、クラウドを売るにしても、ど
のように売ればいいのか、自社でクラウ
ドを作って売るのか、思案しているパー
トナー様も多い。
　「販売パートナー様の役割はなくな
りません。エンドユーザ様は、『何を買
うか』よりも『どこから買うか』というの
を実はとても大事にしています。その、
『どこ』というのが大塚商会さんの販
売パートナー様です」と「Type-S」の
SaaS流通プラットフォームを開発・運用
している株式会社ビープラッツ代表取
締役社長 藤田健治氏は話す。
　しかし、サーバやPCがIaaSに、開発
プラットフォームがPaaSに、ソフトウェア
がSaaSにと、ビジネスITにおけるクラウ
ドのボリュームが増加していくなかで、
自社の役割がなくなってしまうのではな
いかと考えるパートナー様も多い。
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社内PCやサーバ上のデータを、高度な暗号化技術を
使用して東京や沖縄にあるデータセンタに分散バッ

クアップし、大規
模災害時のデー
タ損失リスクから
保護できるサー
ビス。バックアッ
プは自動で行わ
れ、復元も簡単に
行えるのでエンド
ユーザ様の負担
も少なく済む。

BackStore [http://www.backstore.jp/]

BCP対策に最適なバックアップシステム

提供元：株式会社ねこじゃらし

導入時の初期費用や運用の手間なしにバックアップサイトが
利用できる

バックアップ

集中管理システム

サーバ

モバイル環境

管理者

会社

自動でオンラインバックアップ

● ターゲットユーザ
・定期的なバックアップを手軽に行いた
い企業、BCP（事業継続計画）やディザ
スタリカバリ等の対策が必要な企業
・機器の故障によるデータロストを防ぐ
必要がある企業

● ユーザメリット
・物理的な分散バックアップ環境を低コ
ストで実現できる
・高度な世代管理機能により、効率的な
バックアップが可能
・すべてのPCを集中管理できるので管
理者の負担も軽減

基本的なセキュリティ管理と、IT資産管理が行える
「eCare-OnDemand」と、PC操作ログを取得し、クラ

ウド上の強力な
システムで分析
する「 InfoTrace-
OnDemand」の2
種をサービスで
提供する。難しい
と思っていたセ
キュリティ対策
が、誰でも簡単に
実施できる。

eCare-OnDemand／InfoTrace-nDemand

導入運用負担をゼロにするIT資産管理＆PC操作ログ管理サービス

提供元：株式会社ソリトンシステムズ

管理者は特別な知識がなくても各PCの利用状況を把握するこ
とができる

IT資産管理／
情報漏えい対策

● ターゲットユーザ
・セキュリティポリシーを徹底させたい

SOHO、中小企業など
・既存のセキュリティ商材からのリプ
レース

● ユーザメリット
・大企業と同等のセキュリティ対策を中
小企業でも実施可能
・サービス申し込み後、3営業日で導入可能

● パートナー様へのメッセージ
・難解なセキュリティ導入の問題点を、

SaaSが解決。クラウドでセキュリティ
は変わります

社内PCのセキュリティ対策やIT資産管理をクラウ
ド型サービスとして提供。Microsoft OfficeやAdobe

製品に対しては
専用台帳が用意
されスムーズな
管理が可能だ。ま
た、よりセキュア
な「プライベート
クラウド」も選択
できる。

ISM

セキュリティ対策とライセンス管理の工数を軽減

提供元：クオリティソフト株式会社

ハードウェアやソフトウェア情報は自動収集され、IT資産の現
状把握が容易に行える

IT資産管理

● ターゲットユーザ
・社内ハードウェアやソフトウェアのラ
イセンス管理が煩雑化している製造
業、情報通信事業など
・専任者をおかずに手軽にIT資産管理を
行いたい中小企業している中小企業

● ユーザメリット
・クラウド型なので低コストで導入でき、
運用の負担も軽減できる
・情報流出につながるWinnyなどのソフ
トを起動制御可能
・社内全体のセキュリティ状況が日次で
診断され、リスク把握も容易



　「ビジネスITのクラウド化が加速するな
かで、たとえばマイクロソフトさんのSaaS

が登場しています。これまでは、『PCや
サーバにマイクロソフトのライセンスをつ
けていくら』というビジネスだったのが、『ソ
フトを1カ月使ったらいくら』に変わり、毎
月、利用数や利用料に応じて、マイクロソ
フトさんへ使用料を支払うというサービス
事業へと変わっていきます」と藤田氏。
　「SaaSに変わることで、提供される
サービスは、『従来のソフトウェア』より小
粒化しています。たとえば『勤怠管理の
SaaSを作りました』といっても、企業には
会計ソフトもメールも必要です。さまざま
な企業が提供するS a a Sをパートナー
様が組み合わせて販売することが必
要になってきます。逆にいうと、『自社の
SaaS』があったら、それを他社にも販売
してもらいたい。そうすると『Type-S』を
中心にSaaSがグルグルと回り出し、新し
いライセンス販売の形が加速していくこ
とになります。実は、これが『Type-S』の
テーマなんです」と説明する。
　パートナー様が開発したS a a Sを、
「Type-S」に乗せることで、全国を網
羅する大塚商会の販売パートナー様の
既存の商流が相互に活用できるように
なる。エンドユーザ様のクラウド／SaaS

へのニーズと、パートナー様の新ビジネ
スへのニーズに応えるプラットフォームが
「Type-S」となる。

 「売り手」と「買い手」をつなぐ 
 プラットフォームを提供

　「Type-S」はSaaS販売に特化した
流通プラットフォームとして開発されて
いる。手間がかかって煩わしかったこ
れまでのライセンス販売を、ポータル型
のわかりやすい仕組みに落とし込んで
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■パートナー様のSaaS活用例

[作る]
エンドユーザ様のニーズをつかみ、
パートナー様がSaaSを開発、
ストアに掲載することも可能

[提案する]
エンドユーザ様の
要望にかなうSaaSを
選定・構成し、
提案営業を行う

[売る]
● 他社提供のSaaS販売で

10％の取次手数料が収入になる
● 自社提供のSaaSで
販売利益が手に入る

BP PLATINUM Type-S

クラウド型のアンチマルウェア、ファイアウォール
などのセキュリティ対策サービス。インターネット

経由で各クライ
アントを一括管理
できるので運用
が手軽に行える。
また、パートナー
様がエンドユー
ザ様への管理業
務を含めたサー
ビスとして提供す
ることも可能。

Panda Cloud Office Protection

クラウド型のセキュリティでライセンス管理工数を大幅に低減

提供元：PS Japan株式会社

各クライアントの基本情報とステータスは自動収集され、IT資
産のセキュリティ面からの現状把握が容易に行える

マルウェア
対策

● ターゲットユーザ
・協力企業からセキュリティ環境の整備
を求められているSOHO、中小企業など
・多拠点、フランチャイズ、チェーンを持
つ企業
・Google Appsと連携させた環境を利用
している中小企業

● ユーザメリット
・管理サーバー不用、初期コストと管理
コストを大幅に抑えられる
・ネット環境があれば、どこからでも各
クライアントを集中管理可能
・クライアント間のライセンスの移動もWeb
コンソールから手軽に行え、有効活用可能

各種セキュリティ資格を持つ専門家がサービス型で
提供するマネージドセキュリティサービス。高精度な

スパムメールフィ
ルタで誤判定率は
約0.002％（50,000
通に1通）を誇る。
長年にわたり大手
金融機関などへ
提供の実績を持
ち、判定率による
返金保証制度が
ある。

Proofpointスパムメールフィルタリングサービス

スパム検知率99%の高い検知精度を誇るスパムフィルタ

提供元：NRIセキュアテクノロジーズ株式会社

受信したスパムメールは、ダイジェストメールとしてまとめて
送信されるため必要なメールを見逃さない

スパムメール
対策

● ターゲットユーザ
・100～1,500名規模でメールサーバを運
用する企業

● ユーザメリット
・面倒なチューニングをほぼ必要とせ
ず、高精度な検知率を返金型で保証
・万が一誤判定された場合でもダイジェ
ストメールによりユーザ側で解除可能

● パートナー様へのメッセージ
・15年にわたるマネージドセキュリティ
サービスプロバイダの実績・ノウハウ
をご提供します。今後さまざまなセキュ
リティサービスをご提供して参ります
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提供する。
　「Type-S」を利用するエンドユーザ様
のメリットとしては、月額課金での見えやす
いコスト、単価の安さ、必要なときに必要な
サービスの提供を受けられることがある。
　パートナー様には、エンドユーザ様への
自社で行うには負担の大きな請求管理や
ライセンス数の管理を提供し、ポータル型
の管理サイトでエンドユーザ様の状況を
一元管理できる仕組みを提供する。
　「たとえば、エンドユーザ様から受注し
て、月額数百万円の保守料をもらったり、
１千万円のハードウェアを売ったりして
いるようなSIerさんがいるとします。その
ようなSIerさんが、月額1,000円のSaaS

を販売するのは実は難しいんです。しか
も、1千万円のハードウェアを売った人は
請求書を1枚処理して終わりですが、月
額1,000円のサービスを100社に売る場
合は、請求書を100枚出さなきゃいけな
いうえに、毎月の発行が必要になります。
契約してからも、ライセンス数が増減しま
すので、処理がたいへんです。ここを支
えるのが「Type-S」です」
　パートナー様が「Type-S」に参加す
ることで、プラットフォームにのっている
SaaSを取り次ぐだけでも10％の手数
料が収入となり、粗利のストックビジネ
スとして活用いただける。さらに自社が
SaaS提供者にもなって「Type-S」を活
用することでパートナーシップが変化し、
パートナー様の事業モデルが変わる。
　ビジネスITのSaaS指向が予見され
るなかで、いつSaaSビジネスへ参入す
るかが重要となってくるのではないだろ
うか。
　「たとえば、パートナー様がエンド
ユーザ様のご要望に応じてデータを加
工したり、ツールを追加したりして、何
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メールや添付ファイルの暗号化、誤送信による情報
漏えい対策、1TBのオンラインストレージなどを組

み合わせたセキュ
アメッセージング
サービス。1件最
大2 GBもの大容
量ファイルを暗号
化して送信でき
る。Google Apps
にも対応しており
導入も手軽だ。

Zenlok for Google Apps／Zenlok プレミアム

 メールの暗号化や誤送信メッセージの取り消しが可能

提供元：Zenlok株式会社

業界初！　誤送信したメールは、リコール機能で相手の受信箱
に到着したメールでも、開封不可にできる

セキュア型
メール環境

「やべっ!?」
誤送信しても大丈夫。落ち着いてLinkをクリック!

送信者 : to : zenloktest07@gmail.com
to : yutaka.shinohara@yahoo.com

リコールするにはこちらから
http://api.zenlok.info

zenlokゲートウェイより送信しています。

● ターゲットユーザ
・高い信頼性の暗号化通信を必要として
いる個人事業主や中小企業、大企業
・モバイル環境下でのセキュリティや大
容量ファイル受信に最適

● ユーザメリット
・インストール不要、低コストで導入で
き、一般的なメールクライアントやウェ
ブメールで運用が可能
・送信メールの取り消し機能で誤送信を
水際で防止できる
・送信メールアーカイブは容量・期限無
制限で利用可能

1アカウントから利用可能な、ExchangeとSharePointの
統合環境。オフィスもモバイルもアクセス手段を選ば

ず、円滑なコミュニ
ケーションを実現。
ファイル共有な
ど、豊富なツール
が利用可能。au携
帯電話やWindows 
Phoneを利用すれ
ば会社のメールを
直接携帯で送受信
できる。

KDDI Business Outlook

生産性向上に直結するコミュニケーションの統合環境

提供元：KDDI株式会社

PC用クライアントとして「Outlook 2007」が無料配布される

グループウェア

● ターゲットユーザ
・PCと携帯のシームレスな情報連携
● ユーザメリット
・Exchangeを月額980円／IDから利用可能
・KDDIの通信インフラを支える、高度な
技術と設備を利用し、セキュリティ対
策も万全
・ドメイン取得代行・維持管理手数料が無料！

● パートナー様へのメッセージ
・SaaSの展開は「販売」が一番重要と考え
ています。販売店様の事業における有
益なサービスとしてご活用ください。可
能な限りご支援させていただきます

世界最大のホスティング事業者Go Daddy社発行の
SSLサーバ証明書。複数のサーバやサイトでも1ライ
センスで対応できるため、従来では高額だったSSL
サーバ証明書コストを大幅に軽減可能。サーバ仮想
化時など複数ホストでもライセンスの追加が不要。

スターフィールド SSL

1ライセンスで複数サーバでもOK！  費用対効果の大きなSSL

提供元：伊藤忠商事株式会社

SSLサーバ
証明書

● ターゲットユーザ
・高い信頼性の暗号化通信を必要として
いる個人事業主や中小企業、大企業
・低コストでSSLサーバ証明書を取得し
たいサイト運営企業など

● ユーザメリット
・ドメイン認証は¥9,500円から、組織認
証は¥24,500円からご利用可能

● パートナー様へのメッセージ
・スターフィールドSSL証明書なら圧倒
的なコストメリット！クラウド環境に
も最適！



らかの作業を行っていると思います。
また、受託開発などで『販売管理シス
テムを作ってよ』というご要望に、開発
したシステムを納品して終わりというの
が従来のビジネスモデルだったのだと
すれば、それをサービス事業としてや、
SaaS商品として展開するなどし、クラウ
ド／SaaS事業者へと立ち位置を変え
てみるチャンスが今なのではないでしょ
うか」と藤田氏。
　エンドユーザ様と顔を合わせ、ニー
ズを一番理解しているパートナー様だ

からこそ、市場ニーズの高いSaaSを提
案、開発できる利点が考えられる。従
来の商流では販売が難しいニッチなソ
フトウェアも、全国対応のプラットフォー
ムかつ、それぞれのパートナー様の商
流が生かせる「Type-S」を活用するこ
とで、販売機会のチャンスが増大する。

   販売パートナー様の活動を 
 BP事業部が支援

　いまや、ITなしではビジネスは成り立
たない。ITにおける「売り手」と「買い

手」、さらに「作り手」をつなぐ、クラウド時
代の新ビジネスが「Type-S」だ。次世代
のソフト販売プラットフォームとして、その
販売形態が大きく変革している。
　大塚商会B P事業部では、パート
ナー様への情報提供やセミナー、教育
支援活動を行いSaaSビジネスを確かな
ものへと育てていく考えだ。
　10月から11月にかけて大塚商会BP

事業部の全国拠点にて「Type-S」のセ
ミナーを開催する。SaaSへの取組みを
検討されている方、新規ビジネスを企
画されている方、営業部門を統括され
ている方などはぜひ当セミナーにご参
加いただきたい。
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「SAVAWAYスタンダードEC（サバスタ）」は、EC事業
を支援する各種ツールがセットになったパッケージ

だ。ショッピング
モールの多店舗
展開において大
きな負担となる、
在庫や受注、商品
情報の管理を一
元化することがで
きる。

SAVAWAYスタンダードEC（サバスタ）／ストックギアpro／
PowerDo pro／easyECS／マルチドメインカート

クラウド型で導入コストが低く各クライアント管理も手軽

提供元：株式会社SAVAWAY

セット内にある「ストックギアpro」「PowerDo pro」「easyECS」
「マルチドメインカート」の個別導入も可能

ネットショップ
管理

楽天

Yahoo!

Bidders

Amazon

受注 在庫 商品

本
店

一元管理

● ターゲットユーザ
・多モール経営で効率的に黒字化を実現
したい企業
・受注管理、在庫管理、商品管理の手間を
少しでも減らしたい企業

● ユーザメリット
・モール同士の在庫連携により機会損失
を減らすことが可能
・一元管理することでモール管理や配送
業務の時間的コストも削減
・集客サイトとの連携で、本店サイトに
優良顧客が集まる

クライアントライセンスよりもお得な、同時セッ
ション単位で契約できるリモートコントロールプ
ラットフォーム。遠隔地にあるPCの操作や画面の

送信ができ
る。遠隔デモ
ンストレー
ションやユー
ザサポート、
社内ヘルプ
デスクなどに
活用できる。

ISL Online

費用対効果の高いリモートコントロール環境

提供元：株式会社オーシャンブリッジ

同時接続単位でライセンス購入が可能なので、ライセンス管理
コストも削減できる

リモート
コントロール

オペレータ

管理者 PC/サーバ

ユーザ
ISL Qnline Server
（中継サーバ）

ライセンス料は
同時接続
の分だけ!

● ターゲットユーザ
・社内ヘルプデスクや在宅勤務体制を整
えたい企業

● ユーザメリット
・「簡単」「セキュア」「低価格」に業務の効
率化を実現
・オペレータID の作成が無制限

● パートナー様へのメッセージ
・ISL Onlineは世界100ヵ国、75,000 社以
上の導入実績があります。今後は、日本
のお客様にまだ知られていない「使え
る」SaaS製品を発掘しリリースしてい
きます。

BP事業部｜販売店様限定セミナー

「 SaaSでかせぐ!?～
『 BP PLATINUM Type-S』の

ご提案～」セミナー

詳細は以下のURLからご覧ください
http://event.otsuka-shokai.co.jp/10/1022bp/

● 東京会場
日時：10月20日開催予定
　　 14時～17時10分　受付開始 13時30分
場所：株式会社 大塚商会 本社ビル3階
        セミナールーム

●大阪会場
日時：10月22日開催予定
        14時～17時10分　受付開始 13時30分
場所：株式会社 大塚商会 ITソリューション
        センター大阪 7階 セミナールーム
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　株式会社 S A V A W A Y（以下、
SAVAWAY）は、ネットショップの運営
サポートやECサイト関連のシステム
開発・コンサルティングを行っている。
　BP PLATINUM Type-Sへは、ECサイ
トの商品管理ツールである「SAVAWAY

スタンダードEC『サバスタ』（以下、サ
バスタ）」の提供で参入する。サバスタ
は、多店舗展開を支援するASPサービ
スとして、複数のツールをセットにし
たECサイト売上拡大のためのオール
インワンツールだ。初期費用無料で、
月額料金のみで利用できる。
　今回、Type-Sでのサービス提供が決
定している多モール間Web自動在庫
管理システム「ストックギアpro」もサ
バスタを構成する1つ。楽天やYahoo!、
Amazon、ビッダースなどで複数店舗
を運営するECサイト事業者には必須
のツールで、同ツールを利用した月間
流通総額が40億円を突破するという、
シェアNo.1の実績を持つ。
　「多店舗展開を行っているほとん
どのネットショップ様では、どの
モールにも同じ商品を出品してい
ます。『サバスタ』のような、管理シ
ステムが異なる多モール間の在庫を
一元管理するツールがなかった5年
程前は、楽天で1つ商品が売れたら、
Yahoo!店の管理画面から在庫を手作
業で1つ減らし、過剰販売を防ぐと
いうアナログな作業を行っていた店
がほとんどでした」と、SAVAWAY企
画室の中井健司氏は説明する。
　2005年頃、ネットショップを複数の
モールで展開しているところは少数
だったが、ストックギアproが多モール
間の在庫を一元管理できるサービスを

提供したことで、複数店舗を運営する
事業者が増加し、国内主要ECサイトの
横展開を縁の下で支えた。
　「ECで成功していくモデルは、媒体
を横展開していくこと。リアル店舗で
も、1店舗成功したら、『もっと人の多
いところに支店をだしたい』と考えま
すが、それと同じです」と中井氏。
　ストックギアproの導入で、複数サイ
トをはりつきで管理する人員のコスト
削減や、少ロットのECサイトでも、正
確な在庫を複数モールで表示可能で
きることにより、機会損失を防ぐとい
う大きな効果がある。
　また、多モール間商品一元管理シ
ステム「PowerDo pro」は、多モール
間の商品データをマスターで一元
管理できるツールだ。商品管理の仕
様が異なる複数モールに対し、1回
の登録作業で、商品の一括登録・一
括編集が行える。
　「ECサイトで『ポイント10倍！』などと
商品名に含めて記載されているのをご

覧になったことがあると思いますが、た
とえば、楽天の全商品に、そういったキー
ワードを一括で追加できるのがメリット
です。また、同様のツールの中では、初の
Amazon対応を実現しました」と同社コ
ンサルグループの岡本隆宏氏。
　SAVAWAYのシステムは、楽天や
Yahoo!の売上ランキング上位に入る
有名店舗に多く導入され、多店舗展開
の手間を削減し、ECサイトの黒字化
に貢献する。
　パートナー様へのメッセージとして
中井氏は、「これまでは、楽天のカン
ファレンスを中心に広報を行っていま
したが、今回Type-Sへの参加で、大塚
商会さんのパートナー様が築いてきた
商流とマッチできればと考えていま
す。弊社商品のセールスシナリオとし
ては、SIerさんの持つ基幹系の提案に
フックとして活用していただき、『基幹
システムとこういうふうに連携してい
きましょう』とご提案いただくのが、つ
ながりやすいと思います」

ネットショップ支援事業
株式会社SAVAWAY [サバウェイ]

「売れる」「儲かる」ECサイトとは？

サバスタのコンセプト「ネットショップの黒字化を実現します！」
サバスタはネットショップ多店舗運営を支援するためのツールがすべてセットになった

2店舗目展開からの必須ツールです。

楽　天 本　店 Yahoo! Bidders Amazon

受注 在庫 商品

受注 在庫 商品

一店舗運営 本店展開 本店展開
STEP 1 STEP 2 STEP 3

サバスタ 一元管理

「売上アップ」「業務効率向上」「経費削減」すべて同時に実現できるのはサバスタだけ！

多店舗運営で黒字化を実現!!

楽　天

簡単に
多店舗運営！

売上拡大！

BP PLATINUM Type-Sに参加！ 「楽天」「Yahoo!」ECサイト一元管理のトップシェアツール
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2001年に発売されて以来、じつに9年にもわたっ
てNo.1のシェアを誇ってきたWindows XP。だ
が、Windows 7が好調なこともあり、主要PCメー
カーでは、ついにプリインストール版PCの出荷
を終了すると発表している。Windows XPに依存
した独自システムを利用している企業などにとっ
てはまだ需要が高いと思われるため販売終了を
迎える前に早めにご相談いただきたい。

さよなら？
今すぐご相談を！
プリインストール版PCの出荷終了目前

第 2 特集
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	ついにWindows XPの
プリインストールPCが販売終了

　2010年10月22日、Windows XPが
プリインストールされたPCが出荷を終
了する。米マイクロソフトの発表では、
XPへのダウングレード権自体はOEM

版Windows 7の提供が終了するまで
継続するとのことだが、国内主要P C

メーカーは、2010年10月22日でXPが
プリインストールされたPCの出荷を終え
ることを発表している。
　この機会に買い逃した場合、エンド
ユーザ様はWindows 7搭載の新規
PCを調達し、自らWindows XPへのダ
ウングレード作業を行わなければならな
い場合がある。Windows XPのライセ
ンス購入費用など、予想外のコスト負担
がかかるうえ、ドライバの適用などで時
間がかかり、本来の業務を圧迫するほ
どの導入負荷がかかる可能性がある。
　現時点で、Windows 7環境へ移行
するための評価作業が終わっていない
企業様や、XPにしか対応していない
周辺機器・社内システムを必要とする
企業様に心当たりがある場合には、す
ぐにXPでのリプレースをご提案いただ
きたい。
　はじめに、ダウングレード権について

簡単に説明すると、現行OS購入時に、
過去バージョンから現行OSへの移行
期間を保証するユーザのための権利
のことだ。この権利は、Windowsの正
規版ユーザに付与される。
　O E M版O Sの場合、通常は現行
OSの1つ前のOS、つまり7に対しては
Vistaが対象となる。しかし、ユーザ数
の多さからか、Windows 7からXPへ
のダウングレード権は特別に認められ
ている。
　ダウングレード権を行使してPCを購
入した場合、出荷時には旧OSがプリイ
ンストールされ、現行OSはメディアで添
付される。つまり、ユーザ自身が手間の
かかるOSのダウングレード作業を行う
必要がない。ライセンス的には、将来、
Windows 7へ移行するときに、新たに
Windows 7のライセンスを買い直す必
要がなくなるため、コストメリットも高い。
　再度、Windows XPをクリーンインス
トールしたい場合には、購入時に添付
のリカバリディスクなどから行える。

	10月22日までが低価格で
XPを手に入れる最後のチャンス

　10月22日以降はWindows XPへ
のダウングレード権こそ残るものの、

Windows XPがプリインストールされ
たPCは通常出荷されなくなり、一部の
メーカーによる有償のサービスとなる。
　有償サービスの詳細はメーカーに
よって異なるが、Windows XPのインス
トール作業費として1台につき3,000円
～4,000円程度の費用がかかり、さら
に25台以上、エンドユーザ様直送など
の制約ですべてのユーザが利用できる
わけではない。また、有償サービス自体
の提供期間はメーカーによって定められ
るため、時期によっては、希望メーカーや
希望スペックのPCを購入することができ
なくなってしまう可能性もある。
　有償サービスが終了したのちには、
エンドユーザ様自身がWindows XP

のメディアを入手し、Windows 7のPC

に、Windows XPをクリーンインストー
ルする作業を行う必要があるがOSは
アップグレードこそ簡単だが、ダウング
レードは思いのほか難解な作業だ。
OEMライセンスの場合、1台ごとの手
作業となるうえ、OSとPCに対応したドラ
イバを用意する必要があるなど、工数
のかかる作業となる。Windows XPで
の導入を迷っているエンドユーザ様に
は、コストと手間の負担が大きくなるとい
うことをご案内いただきたい。

0 20 30 40 60 80 100（％）10 50 70 90

09年度（n＝904）

08年度（n＝805）その他OS

引用：「企業 IT動向調査2010、クライアントOSの導入割合」（日本情報システム・ユーザー協会、2010年4月9日発表）

シンクライアント

Windows 7

Windows Vista

Windows XP

Windows 2000

Windows 95,98,Me,NT
1.4％

3.0％
10％

14％
84％

79％
2.6％

2.1％
0.1％

0.9％
0.9％
0.5％
0.6％

●図1 企業におけるWindows XPの普及率は約8割

2009年度、Windows XPの導入割合は80％以上。将来的にWindows 7へ移行するとしても、Windows XPへのダウングレード権を行使する企業がほとんどだと考えられる
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　このように10月22日から時間がすぎ
ていけばいくほどコストがかさむうえに
人手も時間もとられてしまうという、デメ
リットばかりが目立ってくることになる。
そのため、PCの購入を考えているエン
ドユーザ様にはWindows XPの利用
の有無を確認し、必要であるならば早
めの決断をしてもらえるように働きかけ
ていくことが重要になる。
　もっとも低価格で手間をかけずに
「Windows XP」のPCが入手できる
最後のチャンスが、2010年10月22日で
あるということを強調していただきたい。

	XP用の独自システムが
7への乗り換えに二の足を踏ませる

　2010年5月に発表された、日本情報
システム・ユーザ会の調査によると、企
業ユーザの約84％は現在もWindows 

XPを使用している。2001年に発売が
開始されたOSであることを考えればま
さに驚異的な数字だが、それだけ企業
が使用する社内システムなどがXPに
依存していることが考えられる。
　実際に、企業の独自システムには、

Windows XPとIE6（IE7）が利用され
ていることが多い。対してWindows 7

ではIE8がプリインストールされている
ため、クライアントP CのO Sをアップグ
レードする場合には、システムが正常
に動くかを、あらかじめ検証しなければ
ならない。そのため、景気悪化の影響
でI T投資がしづらい企業が多い今、
Windows XPへの依存度が下がらな
い原因のひとつといえる。
　とはいえ、古くなり動作が怪しくなって
きたPCは買い替えなければならないた
め、Windows XPへの需要が多い。
　Windows 7はビジネスIT市場に好
意的に受け止められてはいるものの、
企業では利用アプリケーションや周辺
機器などの対応状況を検討して移行
する必要がある。景気が落ち着くまで
は、延長サポート期限である2014年
まで「XP」を使いたいと考えているエ
ンドユーザ様も少なくない。Windows 

XPがインストールされた最新のPCを
手に入れるラストチャンスである今が、
駆け込み需要を呼び込むことになりそ
うだ。

	急激な駆け込み需要に備えて
早めのご案内が重要

　現在、各PCメーカーでは駆け込み需
要の急増に備えて、ダウングレードモデル
の受注締め切りを大幅に早めてきている。
　本誌がお手元に届く頃には大半の
メーカーが新規受注を締め切っていると
思われる。
　でも、ご安心いただきたい。
　大塚商会B P事業部では、ご希望
ユーザへの供給を継続できるように豊富
なWindows XPダウングレードPCの在
庫を確保している。販売パートナー様
においては、心当たりのある企業ユー
ザ様に対して弊社在庫を活用した積
極的なアプローチを行っていただきた
い。Windows XPの継続利用を考え
ているエンドユーザ様に対しては、これ
がWindows XPのプリインストール版
が購入できる最後の機会であることと、
自らダウングレードを行うことの難しさを
お伝えいただくことが重要だろう。
　そして商談が進んでいる案件につい
ては今すぐ弊社営業までご相談いただ
きたい。

Windows XP をメーカーが提供2010年
10月22日まで

10/22までが
Windows XPを

低コストで導入できる
最後のチャンス

ダウングレード

Windows XP をサービスメニューとして一部メーカーが提供各メーカーが
サービスを
終了する
までの期間

ダウングレード

別途購入したメディア等を利用して
ユーザがダウングレード

それ以降

※１台3000円～ 5000円のインストールサービス費用が発生
※申込みにはエンドユーザ名が必須で、かつ25台以上
※2011年4月ごろまでサービス提供とみられる

●図2 Windows XPの新規導入はいつまで可能？

2010年10月22日以降にWindows XPを搭載した新しいPCを導入しようとすると、コストやシステム管理者の手間が増大することになる
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個人、もしくは企業様で、Windows 7のPCをこれから購入し、
ダウングレードを試みようとしているお客様へ
ダウングレードの制約と条件についてお知らせします。

1. ダウングレード可能なWindows 7とダウングレード先OSについて

 ダウングレード権を有しているWindows 7製品 ダウングレード先として使用できるOS

Windows Vista

Windows Vista Business

Windows Vista Ultimate

Windows Vista Business x64 Edition

Windows Vista Ultimate x64 Edition

Windows XP

Windows XP Professional

Windows XP Tablet PC Edition

Windows XP Professional x64 Edition

ただし同一言語・同一エディションに限定されます。例：Windows 
7 Ultimate→Windows Vista Ultimateは可、Windows 7 
Professional→Windows Vista Ultimateは不可

 ● PCにプリインストールされたOEM版 ［Windows 7 Professional］［Windows 
7 Ultimate］ 

 ● DSP版製品 ［Windows 7 Professional］［Windows 7 Ultimate］
 ● ボリュームライセンスプログラムにおける Windows 7 Professional以上をお

持ちのお客様

2．ダウングレードの準備
 ダウングレードには以下のものがすべて揃っている必要があります。

 ● Windows XPのインストール用メディア
  ボリュームライセンス用のインストールメディアや過去に購入したパッケージ版のメディア等が使用できます。また過去に購入したPCの

リカバリーメディアやバックアップメディアが利用できる場合もありますが、これはMicrosoftのソフト利用契約に違反しますので使用し
ないでください。同時に、利用するメディアのプロダクトキーも必要です。

 ● ダウングレードしようとするPCのXP用デバイスドライバ一式　

 ● インターネットへの接続環境
  XPのアクティベーション、XPインストール後のアップデートに必要です。

 ● ご利用のPCのバックアップデータ

3. ダウングレードの手順

　 1. SATAハードディスクの認識
  現在主流のSATAインターフェイスのHDDを搭載しているPCではXPのインストール時にHDDが認識できず、インストールができませ

ん。あらかじめAHCIドライバディスクとUSB接続のフロッピーディスクを用意してインストール時に組み込むか、BIOSの設定画面から
SATA→IDE互換に変更してから作業する必要があります。同時にCDから起動できないように設定されている場合は、起動ディスクに
CDが利用できるように変更します。

　 2. XPのインストール

 3. デバイスドライバのインストール

 4. ネットワーク接続の確認とインターネットのセットアップ

 5. XPのアップデート
  インターネット接続が確立したらWindows XP SP3へのアップデートを最初に行ない、つぎに追加のアップデートを行なうことになりま

す。SP3以降でも約80個のアップデータがありますので、全部適用完了まで半日以上かかる場合があります。

 6. 必要なアプリケーション、バックアップデータのインストール

  Windows XP SP1のディスクからインストールの場合で、全工程に2日以上かかります！

注　意
ここで紹介したダウングレード手順はあくまでも一般的な手順について紹介したもので、ドライバの適用やインストールに関しては
PCの機種・CPU・チップセット・BIOS等によって異ります。実際のダウングレードに関しては各PCメーカー、Microsoftならびに各デ
バイスメーカーで詳細な情報をご確認ください

 Windows XP  どうしても自力でダウングレードするとしたら…　
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文：元麻布春男

【 】

IT系雑誌やインターネットのコラムなどで広く活躍するフリーライター。
執筆歴は15年以上におよぶ。1960年生まれ。

　仮想化ストレージベンダーの3PARをめぐるDel lとHP

の買収合戦は、半月の綱引きを経てHPの勝利に終わっ
た。8月16日に発表されたDel lによる3PARの友好的な
買収だったが、ライバルのHPがDel lを上回る買収額を
示したことでたちまち行方が分からなくなる。DellとHPに
よる競り合いで買収額はどんどん上昇し、最終的には当
初のDel lの提案額である1株あたり18ドルを大きく上回
る、1株33ドルでHPが買収することになった。18ドルとい
う買収金額も、発表時点での3PARの株価の2倍近い
プレミアだったから、わずか2週間で3PAR株の価値は3

倍以上にふくらんだことになる。
　この3PARに限らず、ストレージ分野のM&Aは決して
珍しくない。昨年の夏は、NetappとEMCによるData 

Domainの争奪戦があり、今回同様、後から乗り込ん
できたEMCに軍配が上がった。Del l、HPともミッドレン
ジストレージ製品の中核は、それぞれが買収したEqual 

LogicとLefthandの製品で構成されている。今回、買収
の対象となった3PARは、ハイエンドまでは行かないにし
ても、Equal LogicやLefthandよりも少し上のクラスのス
トレージベンダーである。
　なぜストレージベンダーにM&Aが目立つのか。その大
きな理由の1つは、仮想化からクラウドへという流れにあ
って、主戦場がサーバからストレージへ移ろうとしている
からだろう。サーバ統合によるコスト削減を目標にスター
トした仮想化技術は、より積極的な仮想化の利用によ
る可用性や信頼性の向上、オンデマンドによる利用効
率の向上へと向かっている。それを実現するには、物理
アドレスに縛られず、物理容量の制約を受けない仮想化
されたストレージが必要になる。が、サーバの仮想化に
比べて、ストレージの仮想化は普及が遅れており、商戦
もこれから本格化すると期待されている。Equal Logic、

Lefthand、3PAR、いずれもが仮想化ストレージの代表
的なベンダーであり、特に3PARは物理容量に依存せず
容量の割り当てを可能にするシンプロビジョニングや、
性能の異なるデバイス（SSD、SASディスク、SATAディ
スク）を混在させた階層化ストレージをいち早く提唱した
ことでも知られる。先進的な技術とアイデアを持つ1社
であることは間違いない。
　また、水平分業化が進み、各コンポーネントの標準化
が進んだサーバと異なり、ストレージはストレージベンダー
ごとに技術的な差異が大きい。可用性や信頼性の実
現や、性能の確保、さらにはストレージ拡張の方式まで、
ベンダーごとに異なる。一般にA社のストレージにB社の
ストレージを増設するといったことはできない。たとえ容
量が増えたとしても、それはA社とB社の2本立てになる
（管理も二重になる）のであって、A社のストレージを拡
張したことにはならない。サーバであれば、仮想マシンを
A社のサーバからB社のサーバにホットムーブすることさ
え、それほど難しいことではないし、サーバ管理のチップ
にさえ一定の標準（IPMI）が存在する。サーバに比べて
ストレージは、一度選ぶと、技術的な連続性という点で乗
り換えが難しい。またユーザにしても、命より大事なデータ
を任せている以上、よほどの不具合でもない限り、動いて
いるストレージはそのままにしておきたい、というのが正直
なところだろう。
　つまり、技術的にも、心理的にも、ストレージはユーザ
のロイヤリティが高い製品だ。ベンダーを買収した場合
も、戦略的な方向転換でもない限り、大多数のユーザは
ついてきてくれると期待できる。顧客ベースの維持という
点で、買収する側にとってストレージベンダーは、比較的
リスクの低い買い物だと考えられる。これもストレージベ
ンダーのM&Aが目立つ理由の1つかもしれない。

M&Aが相次ぐストレージ業界
その訳とは？
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経営者とIT
いま求められるITセンスとは

文：ITコンサルタント 中村文雄

第5回

消えつつあるCIOと情報戦略

　最近、何人かの経営者や自治体のトップの
方 と々お話していると、企業の情報システムに大
きな変化が起きていることに気付く。それは、シス
テム全体を大手SIerへ丸投げしてしまっていると
ころが多いということだ。
　どういうことかと言うと、一時期注目されていた
CIO（最高情報担当役員）や同補佐官の存在が、
ほとんど形骸化、またはなくなってしまっており、企
業がその戦略に応じて独自に策定すべきITのポリ
シーでさえ自社内から消えかけてきているというこ
とである。
　これまで企業におけるIT投資額は、景気がよく
なると増加し、不況になると減少していた。しかし、
今回の景気減速時には、意外にIT投資の本格
的削減が進展していない。これは、大手SIerから
の費用要求を削減しきれていないことが理由のよ
うに思われる。
　ユーザ企業はITを本業としていないため、入札
を行って一番安いところに依頼すればとにかく安
くシステム導入ができるとの発想があった。ところ
が中・長期的なITに関するポリシーや戦略がない
ので、大手SIerの言いなりでコスト負担を継続して
いる部分もあるのだろう。大手SIerも心得たもの
で、とりあえず、入札案件を廉価で落札し、後の
改修や保守などで利益を確保するという以前のス
タイルに戻ってしまったのである。
　このような形になると、再びIT業界のゼネコン
構造が活発化し、中堅・中小SIerは二次受けや
三次受けが当たり前となってしまうためオリジナル
のシステム開発ができなくなってしまう。

CIOの役割とは

　CIOの役割として、まず挙げられるのは、ITコス
トの内容を吟味し、無駄な費用を削減すること
である。
　次に、企業のIT化を情報戦略と位置づけ、新た
な技術や仕組みにチャレンジし、その企業や自治
体のアドバンテージとなるように育て上げることだ。
　最後に、個人情報保護法への対応や情報漏え
いを防ぐという、企業における個人情報管理の責
任者としての役割もある。最近では、このようなセキュ
リティや内部統制など、かなり後向きのIT政策を優
先させられることが多かったのではないだろうか。
　企業がITによるシステム化を進めるときに、単に
コスト削減やセキュリティの確保、システムの安定
稼働などを目的にしてしまうと、結局、対応事例の
多い大手SIerに頼むしか方法がなくなってしまう。
　ユーザ企業はCIOを任命し、IT化の推進や中・
長期的な戦略を社内でしっかりと策定する力を持
つべきだ。また、システム導入・運用の際には、
SIerへ丸投げするのではなく、一緒に社内システ
ムを高めていける中堅・中小SIerと手を組み、積
極的に新しい技術や仕組みを採用するのがよい
だろう。


